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本稿ほ，米国近代会計学の代表者の一人であるペイトソ (Paton,W. A.）の
利益測定の理論を概観し，若干の特質を明らかにすることをその目的とする。
ペイトソの学説については既にさまざまな角度から数多くの検討が加えられ
ているから，いまさらその特質づけを試みる余地はないとさえ思えるかもし
れない。しかし，個々の具体的見解ほともかくとして，ペイトンがその拠り
所をどこに置きそして主題を何に求めたかの問題が必ずしも十分に明らかに
されているとも思えない。現代における問題の所在を明確にするためにこの
ような基礎的問題をいま一度整理してみることほ，単に学説的考察のための
みならず，会計上の利益概念の類型と発展を追求していく上でも極めて重要
な課題を形成する，とわれわれほ考える。
そこで，ここでは，今後に検討すべき諸問題とこれらに接近する方途を幾
分なりとも明確にするという観点から，まず一つの暫定的な解釈を示した上
で，彼の主題が利益測定手続の中にどのように具体化されているかを分析し
て，その特質と限界を明らかにしてみることにしたい。
さて，ペイトソの会計理論を一貫してつらぬく利益の計算目的は，一般的
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にいえば，経済社会にあって自らの危険負担において資金を投下し，しかも
社会的機能をも果たす私企業の経営業績 (operatingperformance of private 
business enterprise) を報告するということである。 「金銭的利潤のために
設立された私企業が典型的な会計単位である」 ([7]p. 7)とみるからにほ，何
よりもまず，その投資家と（株主集団の代理人としての）経営者にとって，投下
された原初投資額 (originalinvestment)を維持した後に残る純利益を決定し
て，財務的成功の程度を知ることが緊要である。しかしこのことは同時に全
体としての経済にとっても重要である。ペイトンにとって，市場経済あるい
は自由企業制度は依然として信頼しうる有効性をもつものであるがゆえに，
最終的目標である社会福祉の増進は消費に充てうる財貨の生産を担当する私
企業の能率的運営によって達成されるのであり，しかも資源の有効利用の程
度あるいほ企業の社会的貢献の程度はその利益の大きさに反映されると考え
られる (se,[8] chap. I, [24] chap. I, [25] chap.I)。「一般的にいえば利潤最大化
の目標は利用可能資源を最高の能率で利用する目標と実質的に同ーである」
([19] p. 285)のであって，私企業のもつかかる二面性は最終的には一致する
ものであるからである。それゆえに，利益計算によって資源の利用における
私企業の能率が評価され，企業をとりまく複雑で対立しがちなさまざまな利
害が調整され，そしてさらに資本が有能な者の手に配分されるとすれば，（外
部）会計は単に投資家ないし経営者の私的要求を満たすためのものではなく
して，いわば社会的意義をもつ公的制度であるともいうことができる。
このようにして，ペイトンの場合，利益測定の主要目的ほ私企業の経営業
績を評価することにほぼ集約され，また会計それ自体もこのような目的に対
する役立ちにおいて意味づけられる。われわれは，彼の一つの明確な出発点
をこのような考慮に求め，これが企業観に関連している事実をまず指摘して
おかなければならない。ところが，資産の本質，増価利益あるいほ貨幣利益
の計算というような，会計の期間利益の測定手続を基礎づける考え方もまた，
同様に，市場経済における私企業の理解に根ざすのである。われわれはまず，
これらの点から明らかにして，それから価格水準が一定している場合あるい
は価格水準が変動している場合における具体的な利益測定手続を検討するこ
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とにしよう。
I 資産の本質と増価利益
会計の主体を論ずる場合，経営者の観点あるいは企業それ自体の観点
(viewpoint of management or enterprise itself)を主張する論者の一人として
ペイトンは特質づけられているかのようであるが，この指摘は誤りではない
までもすぺてをいい尽してはいない (cf.[31] pp. 165-213)。ペイトンによれば，
「株式会社は事物をおこなわせるための組織上の機構以上でも以下でもない」
([25) p. 2)けれども，「危険引受と最終責任の引受という基本的役割を直接的
な経営者によりも集団としての株主に割り当てることに十分な理由がある」
([25] p. 9) から，企業は一般にその背後にある株主集団の代理人という性格
をもたざるをえない。われわれはペイトンの場合，単なる技術的装置として
の企業を，したがってその利益測定問題を支配するのはまず第一に出資者の
見地であると考える ([31)pp. 285-296)。
さて，このような見地からみるとき，さしあたり利益計算の基礎となる資
産の定義が重要であるが，ペイトソほ資産が資産であるゆえんを特定企業に
対して有益な潜在用役 (servicepotentials)を含むことに求めているように思
われる。すなわち，資産が購入されるのほ生産物の販売を通じてそれがョリ
大きな貨幣に転換されうると期待されるからであり，このような役立ちにお
いて資産は意義をもちうるとみるのである。彼ほ次のようにいっている。
「建物および設備が営業目的を遂行するために建築されるかあるいはその他
の方法で取得された場合に得られる本質的なものほ，物的な工場ではなくし
てかかる工場が供与するであろうと期待される用役である」 ([11)p. 124)と。
かくして，一般的にいえば，資産とは(1)特定企業に対して経済的価値を有す
るものであって，しかも(2)この将来用役を受け取る権利が特定企業に帰属す
るもの ([6]p. 194)，換言すれば，「特定企業に所有されかつその企業に対して
価値のあるあらゆるものと定義されうる」のである ([8]p. 30)。
ところで，このようにして将来的収益に関する経済主体の期待にすべてが
かかわるとすれば，資産の中には有形資産のみならず無形資産も含められな
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ければならないであろう。代価を支払って取得したかどうかにかかわりなく
将来収益稼得力を有するすべての要素が資産を構成するのであれば，この性
質をもつかぎり，たとえば暖簾(good-will)のような項目も正当な資産である
はずである。ペイトンは，果たせるかな本来的には，暖簾を超過収益力と定
(1) 
義して，経済的事実としてのその存在を承認している。また，かかる意味の
資産を理想的条件のもとで測定するとすれば，その評価額はそれの生産物の
販売を通じた期待将来収益から誘導されなければならないであろう。ペイト
ンもみずから暗示しているように，潜在用役あるいはキャツュ・フロー・ボ
テンシャル (cashflow potentials) としての資産の理解は，一般に，割引計
(2) 
算 (discountingprocess)を含意しているといえるからである。
(1) 暖簗に関するペイトンの所論についてはやや詳しい補足が必要とされるであろ
う。たとえばいま既知の将来収益から全体としての企業の価値が正確に計算され，
かつこの将来収益に貢献する各個の資産がそれぞれの項目名と正しい割引価値によ
って示されうるとすると，通常の「暖簾」を存在せしめている要素＿特別の知識
・技能・経営能カ・販売経路等一~ （そして
その合計は企業の全体価値に一致する）のであるから，残余説 (residualconcept) 
における暖簾は独立して存在しえない ([5]p. 247)。 しかし，企業の価値と有形
資産の価値を評価することが可能であるとしても，主観的な無形の要素の価値を項
目別に計算することができない場合には貸借対照表に暖簾が生ずるであろう。ペイ
トンによれば「無形資産とは残余，つまり全体として企業に付着する真正な価値の
うち個々に計算されたいろいろな有形資産の真正な価値の合計を超過する残高であ
る」 ([8]p. 310)からである。 このような暖簾は，有形資産が正常利益 (normal
income)のみを稼得し無形資産が超過利益 (excessincome) を稼得すると仮定す
れば超過収益力説 (excesseaning power concept)の暖簾にも一致する ([5]p. 
250)から，「正確にいえばこの立場からする暖簾はある特定企業が同一資本投資を
有する代表的競争者一ー『正常』企業＿の利益以上に稼得しうる超過収益の資本
化価値と定義されうる」 ([8]p. 313)ということもできる。それゆえに．いづれに
しても，それが買入れられたものかどうかにかかわりなく経済的事実としてその存
在が承認されていることになる (cf.[13] pp. 26-32, [22] pp. 485-496)。
(2) 資産をサービス・ボテンシャルとみた場合，その測定のための理想的尺度は割
引現在価値 (discountedpresent value) であるとするのが今日の一般的理解であ
るが，ペイト‘ンもみずから次のように述べている。「この見方（割引計算＝引用者）
の経済学上の理由づけの影轡は，建物や機械を利用ないし用役の束 (bundleof ser-
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しかるにペイトンは，一方では「利益とはすべての新投資と払戻しに適切
な考慮を払ったあとの資産合計の純増減の大きさである」 ([8]p. 254)と述ぺ
ながらも，割引価値で測定された潜在用役の期中増分（経済学的利益，主観利
益あるいは増価利益）を会計上の利益とほ述べていない。理想的状態のもとで
の利益を時間要素に起因する価値増分に照応するもの，あるいは期首の資産
価値に対する利子に等しいもの (cf.[4] p. 40) とは明確に述べていない。こ
の利益はたとえ概念的に規定されえたとしても測定されうるものでも有用な
(3) 
ものでもないのである。
しかしながら，必ずしも厳密な推論はなされていないとはいえ，ペイトソ
vice or use)とする周知の考え方，ならぴにヴェーム・バベルク，銀行家およびオ
ーストリア学派の著名な経済学者たちによって説かれた利子論に見い出される」
([9] p. 270)と。
く3) いわゆる経済学的利益ないし主銀利益の測定を断念した理由としてはいくつか
のものがあげられうる。まず，事前に将来収益の金額と時点ならびに割引率を見積
ることもこの将来収益を特定要素に割り当てることも困難であり (cf.[29] pp. 100-
105).，またそれは客観性を欠いている。ペイトンはこの点について次のようにいっ
ている。 「もし機械が実際に金額の知られた将来的利用の束であるとすれば，機械
の原価をこのような利用ないし用役の現在価値と考えるのが自然である。……機械•
に対する投資ほ当初の割引に暗黙に含まれていた率での利子を稼得する」 ([9]p. 
281)。しかし「特殊化された工場の機械を，その経済的耐用命数の間に機械が産み
出すと期待される一連の用役の具体物とみること，ならびにそれに応じて任意の時
点の機械の価値をその日に割り引かれたかかる利用の価額とみることほ，基礎理論
の問題として全面的に妥当であり，また政策の形成においても有用であろうが，し
かし，記録・報告する目的のためにこの方法で機械の価値を測定することを可能な
らしめるごとき条件はほとんど存在しない……」 ([13]p. 27)と。
だが，このような実際的理由よりも，かかる主観利益が経営者の能率の評価に妥
当しえないことがわれわれにははなiまだしく重要である。それはまった＜個人的な
将来の期待に基づくものであって，現実に生じた経済事象に哀付けられているもの
でも，市場の客観的評価を受けたものでもない。むしろ企業目的の達成というのは，
エドワーズ・ベルが明確に指摘したように，こうした個人的な期待を何等かの市場
価値に転換しようとする努力の結果なのであり，この努力の成功の程度を検証する
のほ市場である。したがって，生産を遂行して収益を獲得する経営者の努力を評価
しようとするかぎり，主観利益はかかる目的にそのままでは役立たず ([4]p. 43), 
まさにペイトンのいう会計職能（後述）に反することとなるのである。
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の会計理論の背後には叙上のような考え方が明らかに存在している。彼はい
う。 「『用役』，すなわち交換された時に企業になおも他の潜在用役をもたら
すその潜在用役こそが会計の背後にある重要な要素である。……それゆえ会
計は……経済学に深く根をおろしているのである」 ([14]p. 13)と。また現実
に，割引計算を，それが可能な状況，たとえば「貨幣またはその同等物によ
って支払わるべき将来金額が契約により保証されている状況」（手形や社債の
評価など）に適用しようとさえ試みている ([9]p. 281)。
そしてさらに，このことからペイトンはその近似的測定に固執する。十分
に競争的な市場を前提にするとすれば割引価値は現在取替原価によって近似
的に測定されうるであろうし ([26]p. 111)，また暖簾が超過収益を稼得しそ
の他の資産（有形資産）が正常収益のみを稼得すると仮定すれば後者の価値
は実質的に市場価値に等しいといえるであろうからである ([S]p. 249)。 そ
こで彼は「企業に対する資産の真の経済的意義は一般にその項目を取得する
には現在でほいくら費やすであろうかによってもっとも正確に測定される」
([8] p. 465)と述べて，資産の取替原価を何等かの形で勘定に反映させようと
試みるのである。
もちろんこのような考え方が常に真正面から取り上げられたというのでも，
増価利益が一貫して採用されたというのでもない。また，取替原価の取り扱
いのように時代によって差異がみられる場合もある。しかし，このような議
論を抜きにしては原価配分（予測される将来用役の束に対する過去の支出額を秩序
的に実現収益に賦課すること ([11]p.124)）の過程でさえも十分にほ説明されえ
ないであろう。われわれは，ペイトンの期問利益の測定問題の一つの基礎と
してこのような考え方を重要視するとともに，ここに，最近における経済学
的利益 (economicincome)および保有損益 (holdinggains or losses)をめぐ
る議論との共通の基盤を見い出したい。
I 貨幣利益計算の甚礎
ところで，ペイトンが現実に具体化している利益概念は，ある企業の投下
した資金と回収した資金との差額によって示される貨幣利益 (monetaryin-
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come)である。われわれは， この考え方の基礎もまた株主集団の見地に求め
られるべきである， と考える。このことは，実際の購入価格（支出額）と販売
・価格（収入額）の枠内において利益測定の過程を論じ，歴史的記述 (historog-
raphy)の側面を強調する会計職能 (accountingfunction)を承認しているこ
とからも知られる。彼が繰り返し説くところによればその会計職能は次のよ
うなものである。
(1)会計ほ市場経済全体の見地，すなわち経済学と同一の見地にたつのでは
なくして，私的所有主または（その代理人たる）経営者の見地にたつものであ
り，したがって，特定の企業実体がその外部から調達した項目のみが資産を，
その費消分のみが製品原価（費用）を構成する ([8]pp. 254-259)。そこで，
この点において，その時の販売価値と生産費（正常報酬を含む）との差額とし
て示されうる経済学上の（純粋）利潤（超過収益）と会計上の利益とは区別され
(4) 
なければならない。 (2)会計記録の素材となる資料は過去ないし現在に実際に
生じた諸取引・諸事象であり，いわば経験された事実に限定される。それだ
から，たとえば不可知な未来の推定事項を見込んで記録すること，仮構費用
(4) ペイトンは，会計上の利益概念を論ずる際にしばしば経済学上の純粋利潤と対
比している。さまざまな個所で説明されていることは，要するに次のようなことで
ある。長期的に財の必要供給価格を構成する費用すなわち生産費は生産諸要素の現
在価格で示されるが，その中には正常報酬（利子）もまた含まれている ([10]pp. 
9←95)。生産物の産出のために費やした財と用役の価値（管理・販売費，持越費
用を含む）は生産物に付着し ([8]p. 490)，また正常又は限界的な企業者報酬も消
費者の負担すべき一つの必要生産費である ([14]p. 15-16)から，これもまた累積
して生産物価値を形成する。そこで，もしそうであれば，販売価値と生産費との差
額が利潤であり，しかも正常報酬は一費用とみなされるから，純粋利潤は投下資本
に対する正常を超える報酬であると定義されうるであろう。彼はいう。 「事実，価
格に影響を与えるような種類の費用が，すべて報告営業費の中に含められると，純
利益は差額利潤ないし超過利潤に限定され，その努力に対する必要な補償以上を受
け取らない企業は，報告すべきいかなる純利益ももたないことになるであろう」
([16] p. 475)と。ボーデンホーンも指摘しているように ([1]pp. 21-25), (1)主観
利潤，（2）純粋利潤，および(3)会計上の利益の三者はそれぞれ異なる計算的大きさを
もつのであるが，ペイトンはこの点を考えた上で，（3）を理由づけるのに(1)と(2)の論
理を適用していることは明らかである。
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く自己資本利子など）を計上すること ([14]pp. 34--37)，報告利益を人為的に平準
化すること ([15]pp. 12-13)などが勘定でなされてはならない。 (3)会計は実際
の投下資本ないし犠牲にした資金を，それが企業内で形を変えるにしたがっ
て事実に即して跡づけなければならない ([7]pp. 3-4）。
ペイトンのこのような言明は，明らかに，論理的に演繹されたものという
よりも実務の慣行の単なる記述であり，それゆえに，その妥当性を検討する
必要が生ずるであろう。しかし，いずれにせよ，それが，当初原価 (initial 
cost)の記録ー一貸借対照表作成日に原価で評価することではなく資産取得時に原
価で記録すること一~を，したがって貨幣利益の計算を実質的に強制してい
る点でわれわれにとってはなはだしく重要である。、
さて，この言明を承認すれば，これを潜在用役としての資産という既述の
考え方に符合せしめる必要が生ずるから，評価問題を別にしても，資産の範
囲と当初原価について理由づけが必要とされるであろう。まず第一tこ，彼ほ，
潜在用役を含む「すべての」資産ではなく，そのうち外部から対価を支払っ
て実際に購入した資産のみが計上されるという。購入されたのではないが将
来収益に貢献する，自生暖簾等の要素が資産に含められると実際の投下資金
を追づけるという会計の職能ほ果たされないからである ([8]pp. 317-326)。
将来の営業活動に役立つと期待される要素に正当な代価が支払われた場合の
みその要素は資産と考えられる ([14]pp. 30-33)。そして第二に， このような
資産項目の購入時の価値は支払額（取得原価）に等しくなければならないと
もいう。等価の交換ではなく引き渡した資産額と受け取った資産額が相違す
れば，この差額を損益に作用させて支払額に引き戻さないかぎり，投資の追
跡とはいえないことになるであろう。会計は「原価が価値を与えるという仮
定」 (cost-gives-valueassumption) ([8] pp. 489-493)，すなわち，経済学と同
様に人間行動の合理性を前提にして，取引には強迫，詐欺，錯誤，不注意な
どがなく，当事者は得られるすべての経済条件に照して合理的な公正さと知
識をもって行動するという仮定を採用しているから，特殊な場合（子会社との
不公正取引など）を除けば，原価ほ資産の取得時の（市場）価値の指標とみな
すことができるというのである ([17] pp. 192-194)。 かくして購入資産のみ
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がその時の価値に等しい原価で記録され，等価の資産取得取引ほ資産構成を
変化させても資産総額（または正味資産）を変化させないことになる。
このようにして，たとえ営業目的に役立っても投資がなされなければ資産
に含められず，そして支出額をもって当初の記録がなされる，と説かれる。
他方， 「企業収益は……究極的には企業の生産物と交換に……流入する資金
の流れによって示される」 ([14]p. 47)のであるから，かくして，イソプット
の交換価格とアウトプットの交換価格の差としての利益を求めざるをえない
ことになる。貨幣価値が変動するとき以外に，資本を変更する理由は彼の場
合には存在しない：長期的にみるかぎり，費用と収益はキャシュ・フローに
一致し，これらの差額が損益計算書にいつしか利益として反映されるであろ
う ([28]pp. 46-53)。
このように，ペイトンは利益測定過程を特定企業に対する資産の価値一効
益ーという側面と貨幣利益の計算という側面の二面から基礎づけようとして
いる。たしかに企業収益への貢献が期待されうるがゆえに投資はなされるの
であるから原価ほ価値の一つの証拠ではある。だが，原価の発生が効益の存
在を保証するものでも，また効益の存在が必ず原価の発生を必要とするもの
でもない。そして期待される効益の価額が常に支出額に等しいとはいえない
([27] p. 483)。しかしそれらの間にたとえ内在的関連が見い出されえないとし
ても，ペイトンの会計理論にはそれらは同時に存在し．その利益計算理論を
基礎づけているのである。
したがって，彼のいう損益計算の過程は，利益平準化のための一面的な按分
収支 (prorated-receipts-and-disbursements)の計算ではないように思われる
([2] pp. 903-904)。測定対価 (measuredconsideration)または価格総計 (price
aggregate)が会計の取り扱う資料であるといっても ([14]pp. 11-13)，ある
いは資産とは未費消原価にすぎないといっても ([12]p. 130)，それは一面に
ついてのことでしかない。いかに短期的に消費される項目でも購入時には
「正当な資産」であるというのも ([8]p. 105)，陳腐化資産の原価を切り下げ
ようとするのも ([10]p. 91)，もう一つの考え方があるからにほかならない。
価格変動がない場合ではあるが，．ペイトンは原価の期間配分にさえも，・問題
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の原価が支出をあらわしているか．そしてそれが将来効益または貢献が合理
的に予測される要素をあらわしているか．という二つのテストを適用しよう
としているのである ([16]p. 460)。
このようにみてくると，ペイトンが私企業の性格づけから出発して，利益
数値を経営能率の評価に役立たしめようとしたこと，ならびにその計算にあ
たり潜在用役としての資産の現在の価値の測定と貨幣利益の計算に深くかか
わっていたことが知られる。既にいくつかは例示されたように，彼のやや迂
遠な説明と会計技法の提案の多くは．このような関連において取り上げられ
たものとわれわれにほ思われる。だが，これらの点を一層明確にするには，
ョリ具体的な分析が必要とされるであろう。
皿 稼得モデルと操業利益の認識
それでほ，ペイトンは，このような考え方をどのような形で敷術し，どの
ように期間利益の測定手続の中へ具体化しているであろうか。またどのよう
な問題が惹起されてきたであろうか。以下では，便宜上価格変動がある場合
とない場合とに分けることにして，まず価格変動がまったくない静的な状態
を前提にした場合から検討してみよう。
もとよりこのような特殊な前提の場合，取得原価と取替原価は一致し， し
かも叙上のように将来収益に貢献する資産が繰り越されるのであるから，稼
得利益が資本化されるかぎり，期問利益も純資産額の期中増分として既に与
えられているとみることもできよう。しかし，それが経営者の能率の評価に
役立つと主張しうるためにほ，ヨリ精密な分析が必要とされる。なんとなれ
ば，期間利益という指標とその期の企業活動そのものとの間に何等かの関係
がないとすれば．前者による後者の評価は不可能であろうからである。
繰り返えすまでもなく，株主の見地からすればいかなる源泉にせよ，最終
的に貨幣の増分をもたらすのが一つの成果である。しかし，私企業は財貨の
生産機能を果たす社会的存在でもあり，したがってそれには資源の効果的な
利用と高い生産水準の維持が要請されているとすれば，期間利益は経済に対
するかかる貢献の程度を反映するものでなければならない。そこで，ペイト
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ンは価格変動がない状況を想定してかかる（操業）利益は生産的努力のみから
生ずるというのである。
ペイトンは，利益の発生原因を分析して，それは企業または所有のサービ
ス(serviceof enterprise or ownership)の遂行の結果として生ずるものであ
るという ([8]pp. 255-259)。資源を結合してヨリ価値のある財へ転換するこ
と，あるいは財に効用を付加して市場に引き渡すことによって，かかるサー
ビスに対する報酬が利益として与えられるというのである。（広義の）生産活
動がなければ利益は存在しえず，かかる職能をヨリ良く，ヨリ能率的に達成
するほどこの報酬は大きくなると仮定される。
また，それゆえに，企業の営業努力 (operating effort)を費用が，企業の
成果 (accomplishment)を収益が代表するとも仮定される ([14]pp. 14ー18)。
利益は購買や販売という特定事象で獲得されるのでiまなく，費用の発生に代
表される営業過程全体を通じて徐々に稼得される，と考えられる。すなわち，
「収益の稼得は全体の営業努力から生じ，かかる努力のそれぞれの要因が収
益に及ぼす影響は付加される費用に比例すると仮定する」 ([14]p. 49)のであ
り，かくして，費用はその 1ドルごとに同額の収益を稼得する，という一つ
のモデル（稼得モデル）が採択されることになる。
このようにして，期間利益と期間活動との間に密接な関係が設けられ，利
益によって営業努力を評価する途がひらかれる。たしかに，それはどこまで
も一つのモデルにすぎず，それゆえにその現実的妥当性は検討の対象となり
うるであろう。また期間利益の認識を全面的に支配しうるわけでもない。し
かし，この考え方は，期間利益にある意味を与えて「対応」計算を可能にする
と同時にその認識を具体的に規制する。たとえば，未稼得利益の認識 (recog-
nition of unearned income)は，未実現利益の場合と異なり，存在しない利益
を認識しようとするものであるから，否定されなければならない。具体的に
いえぼ，仕入割引は何の生産もまだなされていない購入段階に生ずるのであ
るから，原価節約 (costsaving)であって収益の一種ではない ([14]pp. 63-64)。
また阪売後の諸活動 (post-sale-activities)—tことえば製品保証等のアフター・サ
ービスー一の場合でも，厳密にいえば，この活動に伴う費用発生に比例して
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販売後の期にはじめて利益が稼得されるとみるべきであるから，販売時に売
上高から見積費用のみを（引当金設定を通じて）控除する一般の実務からは未
稼得利益の認識が結果されることになる ([23]pp. 432-437)。そしてまた，こ
のように考えれば彼が暖簾の計上に反対した理由の一つもいまやまった＜明
白である。それは，単なる未実現利益ではなく，期待を形成したにすぎない
(5) 
段階における未稼得利益の認識であるからである ([22]pp. 492-493)。
それでは，このように稼得に先んじて利益は認識されないとしても，稼得
された利益はいつ認識されるべきであろうか。もしここで論理の首尾一貫性
にのみ忠実であるとすれば，稼得と同時に認識する手続ー一生産進行基準一~
の採用が経営者の能率の指標となりうる利益を理想的な形で表示すると主張
されうるかもしれない ([26]pp. 106)。たしかに，これはモデルに正確に合
致しており，したがって，市場から隔絶した企業を考えれば，あるいは販売
が完全に保証されておりさえすれば，経営者の生産に関する営業努力を期間
的に正確に反映するものであるといえるであろう。
しかしながら，ペイトンは稼得モデルにもかかわらず，それとは別の利益
の把握を主張する。彼によれば，利益の稼得はその認識の前提ではあるが，
「収益が生産の全過程の結果として稼得されると述べることと，収益が生産
物の完成と処分に先んじて測定され認識されうると主張することとはまった
く別個の事柄である」 ([14]p. 49) のであって，通常の場合には市場の判定
(5) 彼の説明によれば，たしかに暖簾は経済的事実として存在するが，しかし後述
のように，企業利益は企業の提供したサービスに対する報酬であり，会計の通常の
手続ほかかる報酬をサービスが遂行された後に利益として示すように組立てられて
いるとみられる。暖簾の計上はまだ何等遂行されていないこのサービスに対する見
積報酬を予め資本化することを意味しており，したがって将来に計上されるべき利
益の見込計上 (anticipation)であるから，（その貸方項目の本質を利益とした場合）
未稼得利益の認識の一例となる。また超過利潤の資本化は実際の報告利益を正常な
水準へ引き下げる，．一種の利益平準化政策であり，真の比較に役立たない利益を示
すことになる。このほかに，暖簾は独立的に譲渡されえない資産であること，その
価値の計算困難性，その計上によって利益と費用の境界が不鮮明になるなどの付随
的な限界もある。かくして，買入暖簾の場合を除いて，その経済的事実にもかかわ
らず，あるいはすべての資産を計上するという原則にもかかわらず暖簾は記録され
てはならないことになる ([8]pp. 317-326, [13] pp. 26-32, [22] pp. 492-493)。
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（実現テスト）を経て認識がなされなければならないものなのである。それゆ
ぇ，生産進行基準は，事前の契約で条件が確定しておりしかも収益産出と同
時に法律上の対価請求権が生ずる役役収益 (servicerevenue) 一~地代~
手数料など一の場合，および長期請負契約などの場合にのみ適用されうる
にすぎず，一般には阪売基準が妥当するという ([24]pp. 289-291)。
ところで，ボールデングも指摘しているように ([3]pp. 44-55)，企業の販
売取引には交換(exchange)と再評価(revaluation)という二つの事柄が含まれ
ている。販売基準を採用する場合，資産はそれが販売されるまで純財産に影
響を及ぽさないように取得原価で評価され，販売の瞬間にそれほまず販売価
格で再評価され，それから現金またはその同等物と等価で交換されると考え
ることができる。しかるに，ペイトンは，このような市場の再評価の意義と
流動資産との交換という二つの面を重要視する。
彼によれば，購入価格 (entryprice)から販売価格 (exitprice)への評価基
準の転換（再評価）の指標には契約の締結，生産の完了，製品の引渡（販売），
現金の受領などいくつものものがあるが ([8]pp. 443-464)，少なくとも操業
利益に関するかぎり，販売事象がはなほだしく重要である。その理由として
はまず，私企業がその社会的職能を能率的に果たしたかどうかを判定しうる
のは市場であることがあげられる。彼はいう。生産によって「付加された効
用についての経営者みずからの判断は決定的なものでなく販売がなされた時
にテストがおこなわれる」 ([14] p. 14)のであり，「原価を上廻る価格での生
産物の販売によって……この効用が確証されるまで，企業が何等かの有効な
経済的貢献をなしたかどうかを知る納得できる基礎はない」 ([14]p. 16)と。
いい換えれば， 自己の期待の形成と危険の引き受けにおいて社会の望む財を
企業が能率的に産出しえたかどうかは市場で実際に販売されることによって
明らかにされうるのであり，もし利益があればそれは能率的な運営の証拠で
あるから，企業はその存在を主張でき，社会はかかる企業に資源を割り当て
てよいことになるであろう，というのである ([14]p. 3)。また，販売時まで
利益の認識を遅らせることは不確実性という理由にもよる。ある場合には回
収基準の適用さえ望ましいと述べられている ([15]p. 6)ことからも明らかな
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ように，利益は，信頼しうる資産の受領によって立証されるまで確実なもの
であるとはいえない。そして特定の企業の立場からすれば，販売は一連の営
業活動の中の中心的活動 (dominantactivity) ないし決定的段階 (decisive
step)であるから，企業活動の頂点 (culmination) またはすべての努力が集
約される目標でもある ([24]pp. 277~278)。かくして，稼得されていた利益ほ
販売時に「完熟して突然にあらわれる」 ([8]p. 493) と仮定されることにな
る。
後述するように，このような実現基準がどれほど根拠づけられうるか，そ
してその適用が期問的な経営能率を示す上で有益であるかは今日においてさ
え未解決の問題である。さしあたりこの点を除くと，むしろわれわれにとっ
てほ，稼得モデルの構成を通じたこのような説明の中に利益計算の主要課題
が反映されていること，そして価格変動がないと仮定した時にはそれらの間
に内在的問題点が生じてこなかったことが重要である。取替原価に変動がな
いかぎり資産の現在的意義は取得原価によって示されている。貨幣購買力自
体に変化がないかぎり投下貨幣量の純増分が利益となり，それはまた企業が
(6) 
社会に提供したサービスに対する報酬であるとも主張できよう。株主集団の
見地からしても経済全体の見地からしても，共に，報告された利益から企業
の活動の結果を評価できるであろう。実現基準の問題を別にするかぎり，利
益測定に課された基本的課題は同時に充足されるのである。われわれほ，対
応原則 (matchingprinciple)に基づく精緻な期間利益の測定手続の支柱をこ
こに見い出すのである ([28]p. 52)。
しかしながら，取替原価が変化しそしてまた貨幣価値が変動するとすれば，
このような論理はさして有効ではないであろう。この異なった前提にたつと，
も早や稼得モデルをもっては理由づけられえない新たな問題が生ずるであろ
(6) この考え方は，単なる操業利益というよりも正常利益に妥当するものと思われ
るが，彼ほこれをこえる部分にも拡大できるといっている。 「疑いもなく純利益ほ
多くの場合，所有のサービスに対する報酬のみならず経済学上の純粋サープラスま
たほレントを含んでいる。それにもかかわらず投資家に対する報酬としての純利益
残高ほ……主として企業の資本に責任を負っている所有主が提供した状態とサービ
スの価値から生ずるとみることに大きな誤りはない」 ([8]p. 257)と。
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うし，またすべての会計主題が同時的に達成されることも期待されえない。
だが，この問題は次節の課題である。
w 価格変動損益の認識
さて，現実の動的経済においては経済主体を動機づける期待がかならず実
現されるとは限られないのみならず，企業が資産を保有する間にその市場価
格は不断に変化する。それではこの最も複雑な状況の下で，利益をいかに配
分すべきであろうか。この問題こそ評価論あるいは利益測定論の中心課題に
ほかならない。 • 
周知のように，その年代的発展に即してみると，ペイトンの評価論には取
替原価重視から取得原価重視へ，そして再び取替原価重視へという主張の変
化があった ([30]pp. 224-229)。まず， 1920年前後の物価の上昇期にほ，貸借
対照表中心の見地から資産の時価 (presentvalue) 評価が主張され，また価
値増加利益の立場から未実現増価 (unrealizedappreciation)の認識が正当化
(7) 
されていた。ところが1930年代の不況期には，それに伴う物価の下落，市場
機構の攪乱，あるいは証券取引制度の再編成などの環境変化の影響を受けて，
取得原価基準あるいは実現基準の遵守が積極的に擁護されることとなり，時
価資料はわずかに脚注，括弧内表示あるいは補足財務諸表の形で救済された
(8) 
にすぎない。しかし第二次世界大戦ならびにその後の朝鮮動乱の後にほ，ィ
(7) 1910年代後半から20年代の期においてほ，必ずしも画ー的であったわけではな
いが，ペイトンの主張は原理的には比較的に簡明直裁であった。彼によれば，会計
期間の独立性 (integrity)を維持してすべての経済事実を特定期間に裁然と振り分け
ることが発生基準 (accrualbasis)に立つ近代会計の特徴である ([7]pp. 453-454) 
から，この論理を拡張すれば，既に経済事実として発生している時価 (presentva-
lue)の変動は当然に記録されなければならないものとなる ([7]p. 241)。また「純
利益が所与の期間中の持分の純増減としてきわめて広く定義されるとこの数値はす
べての価値変動が考慮に入れられた時にのみ発見されうるのは明らかである」 ([7]
p. 238)のである。したがって，増価の認識は当然の「論理的結論」である ([7]p. 
465)と主張される。
(8) すなわち，ペイトンは次のように述べるようになった。 「原価の上昇または下
落の影響ほ早晩ある程度まで売価に及ぶと期待されうるが，例外というよりも原則
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ンフレーションによって会計数値が著しく歪曲されたから仮空利益を排除す
ることが重要となってきた ([20]pp. 16-22) し，また市場への連邦政府の干
渉の増大などの経済環境の変化は彼の信奉する自由企業制度の基盤そのもの
を問いただす程に深刻であった ([18]pp. 44-55)。もとより未実現増価の認識
に反対するという30年代以来の立場はいささかも揺ぐことはなかったが，こ
の期に至り後入先出法，あるいはこの原理を固定資産に拡大した後入先出法
的減価償却がすすんで取り上げられた ([32],（下） pp.23-31)のみでなく，棚
卸資産および固定資産に対し取替原価基準を全面的に適用することさえ示唆
されるようになったのである ([19]pp. 288-291)。
しかしながら，このような点については既に数多くの紹介・検討がなされ
ている。そしてまたこのような足取りの経過を精密に跡づけることも，ある
いは変遷を余儀なくせしめたさまざまな理由を明らかにすることも，ここで
はさして重要ではない。われわれにとって重要なのほ，価格変動期における
資産評価問題を論ずるにあたり，彼が二三の基本的な問題を中心に議論を展
開しているという事実である。すなわち，既に明らかにしたように，ペイト
ンにとっては，まず第一に投下貨幣の増分ほ，その購買力自体が変動しない
かぎり，いかなるものであっても最終的にほ企業利益に反映されるのであり免
また第二に，企業の資産はそれが将来収益の産出に貢献するかぎりにおいて
意義があり， しかも競争的な市場においては取替原価によってその意義が近
似的に測定されうる。そして第三に，報告された期間利益は，経営者がその
期に営利目的を達成した程度ならびに社会的福祉の増進に寄与した程度をコ
リ良く表示するものでなければならない。しかるに，価格が変動するという
として，時間のズレと摩擦が生ずる。かくて，特定期末における未費消原価要素の
『増価』または『減価』が企業の実際の利益または損失となることは決してないで
あろうし，したがって暗黙の価値変動の瞬間に認識することはまったくの誤解に導
くものとなるであろう」 ([14]p. 125)と。未実現増価の認識を否定する理由には
そのほかにも，それは流動的資産の裏付けをもたないものである，金額の不確実な
見積りにすぎない，法律上の立場や保守主義に反するなどが挙げられる ([16] pp. 
451-453)。 それゆえに，実現テストが適用され， 操業利益の認識に対する既述の
考え方が価格変動時にも拡大されることになる。
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前提のもとでこのような課題を同時に維持あるいは達成しようと試み，そし
てまたそのためにさまざまな会計技法を提唱したのであったが，ペイトンは
その一つとして十分には果たしえなかったのである。
まず，会計が使用する測定の単位は貨幣であるが，貨幣の一般的な購買力
は不安定で多かれ少なかれ下落の傾向を示している。貨幣価値が下落するか
ぎり，取得原価によってほ真の経済的犠牲が示されず，経済資本 (economic
capital)一購買力資本一―-iま維持されない結果が生ずる。測定単位自体の
変化による仮空利益が利益測定に混入され，したがって，何等かの修正が
なされないかぎり利益ほ過大に計算されることになるであろう。そこでペ
イトソほ，物価上昇期にほ，かならずこの問題を取り上げもし， また具体
的に修正方法を示しもした ([8]pp. 426-430, [16] pp. 731-748)。しかし彼
ほ，一方でほ貨幣の購買力とは一般的財貨に対する支配力であるという考え
方から個別物価の変動と一般物価の変動を区別し，後者のみが貨幣価値の変
化の尺度になるとしながらも ([24]P. 536)，その修正技法を詳細に示すにと
どめて，現実には取替原価のアプローチを採用してきたのである ([20]P. 23)。
またこの取替原価と取得原価との全差額を，一種の資本に属する性格のもの
とかあるいは一種の利益ではあるが処分しえない性格のものであると説明し
ている ((22]pp. 91-92)。ペイトンが首尾一貫して追求したのほ購買力資本維
持であり，したがって生産能力あるいは物的設備の維持を二次的に考慮すれ
ば足りる経営政策問題とみたのほいわば当初から約束されていた当然の事柄
であった ([16]pp. 325-326)。しかし，現実にはこうして取替原価が採用され
ており，しかも会計手続的に資本の過大又は過少維持が阻止されていない
([32] （下） p.21) とすれば，貨幣利益計算という基本的問題をペイトンは十
分に解決しえていないというほかはないであろう。
そして，貨幣購買力の変動の修正において，性格の異なる個別物価の尺度
を適用してこのような結果を招いたのほ，実際的理由のほかに，もう一つの
主題があっだからであると思われる。すなわち，潜在用役としての資産の現
在的意義をその時の取替原価によって示そうとするのである。このことは現
有資源の有効利用のためにその特定資産の条件変動に関心をもつ経営者また
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は所有主に重要であっただけではない。原価は単に支払ったという事実を
示すことよりも価値の尺度ないし指標という意味でも重要なのであるから
([17] p. 193)，そしてさらに競争的な市場において影響力をもつのはその時
の価格水準に反映されているカレント・コストであるから，その増減に伴っ
て取得原価の修正は常に必要とされることにもなるのである ([22]p. 324)。
それだから，価格変動の認識が積極的に展開された初期はいうにおよばず，
不況後に無視できるほどその影響が小さいこと，あるいは客観性や確実性な
どの要請から取得原価評価が主張された時でさえも，たとえば結果的な数値
が時価評価と合理的に調和するといって先入先出法に賛成し ([16]p. 142), 
また著しい価格変動時には時価資料の補足表示の必要性を強調した ([15]pp. 
16-19)のであった。そして第二次大戦後にも再び同じ理由から取替原価の導
入が強く主張されるようにもなった ([22]p. 324)。
ところが，このように常に資産の意義を現在の価格水準によって示そうと
したことほ，この時価資料の位置づけとは別に，一つの問題を惹起せずには
おかなかった。当初には価値増加利益が容認され未実現増価ほ期間利益の一
要素であったが，その後実現基準の適用によってこの見解が否定されたので
([24] pp. 297-299)，時価の導入に伴う評価差額は，株主持分全体に帰属する
が「将来において『吸収』又はその他の処分を受けるほずの一種の仮項目」
([22] p. 339) として処理されることとなり，不明確な性格をもつこととなっ
たのである。ただ折衷的に期間利益から除外されているにすぎない。したが
って，このようにみると，これらの問題がペイトソの変わらぬ主題であった
にもかかわらず，価格変動時の会計における残された問題であることがわか
る。
そしてまた，私企業の経営能率を評価する目的についても同じことがあて
しままる。出資者の見地からすれば，たとえ価格変動損益であっても，実質的
にヨリ大なる貨幣をもたらすかぎり財務的成功の尺度であるといえるであろ
う。そこでペイトンにとってほ，価格変動損益もいつかは期間利益に含めら
れるべきー要素であったから，たとえば後入先出法はこれを排除する「不当
に」狭い利益をもたらす方法である ([15]p. 15ー16)かのようにみえたのであ
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る。しかし次の問題としていったいいつ認識すれば経営者の努力を示しうる
かといえば，彼の立場は明確ではない。
まず，未実現増価が擁護されていた初期には，経営担当者の有利な購買活
動の結果をその期の利益に反映せしめるのでそれが「経営者の能率をあらわ
す」と主張されていた ([7] p. 460)。価格変動時にあえて資産を保有する活
動，あるいは価格騰貴を見越して有利に要素を調達したという一種の投機
(9) 
(speculation)の成功の程度がこの価格変動損益に示されうるからである。と
ころが， 1930年代からは逆に，これを販売時の「営業利益」に無差別に混入
することに賛成しているようにみえる。営業活動の本質的一体性 (essential
unity)， すなわち技術的な生産の活動と投機的な活動とがからみあった経済
(10) 
活動の全体を強調するとともに，「営業」の概念の拡大を主張して，環境への
適応を含む総合的な結果を販売時の「営業利益」に示そうとしているからで
ある ([12)p. 127-128)。
そしてさらに，問題はこのような理由づけをなしえていないだけではない。
この利益には経済全体の見地からしても問題が生ずる。一般に，価格変動損
益を，費用の発生に代表されるような生産的努力の成果であるとも，「企業の
サービスに対する報酬」であるともも早やいうことはできない。それは，企
業が社会に長期的に貢献したことを示すものでも，経済全体に実質的増分を
もたらすものでもないのである ([4)pp. 98-99)。彼は取替原価の変動を発生
-—•一―- --- - - -•一
(9) 彼は次のような例をあげて増価認識と経営者の業績との関係を示す。経営者A
は景気沈滞期の1914年に材料を有利に購入したがその年度末に幾分景気が好転し材
料価格（取替原価）は 200,000ドルの増加をみせた。にもかかわらず， 191Mt'.全体
の業績は悪く，その結果， Aは解任されてBが1915年の経営を担当することとなっ
た。 1915年は好況がつづいたので， Bは極めて良好な業績を示すことができた。こ
の場合， 1915年のBの業績として示されている利益のうち少なくとも 200,000ドル
はAの洞察によって生じたものであるから， 191舷F末に増価を計上しておけばそれ
ぞれの経営者の業績が正しく示されたであろう ([7]p. 460)。
(10) この営業概念拡大の主張は『営業外』の項目を剰余金に直接にチャージし，利
益表示の外見をよくしようとした不況期の実務の批判に端を発するが，価格変動損
益の問題だけでなく，損失の費用化（費用概念の拡大）などにも影唇を及ぽした
([12) p. 127)。
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に基づいて報告すれば資源がすみやかに有利な産業部門に移動し，したがっ
て全体の福祉は増進されるであろうと述べている ([7]p. 459)。また損益の信
頼できる情報ほ資本移動の助けとなると一般的な指摘もしている ([14]p. 3)0、
だが，このような報告利益による資本誘導効果は別個の問題であり，この指
摘それ自体が，経済全体の見地から意味づけようとしながらも経済全体に対
する貢献の程度を事後的に評価しうるとは主張できなかった何よりの証拠で
あるといわなければならない。それゆえ，このような性質の違いに応じて価
格変動損益を区分するかどうか，あるいはいつ認識すべきかはなおも以後の
検討に委ねられた問題になっているといえよう。
いずれにしても，このようにみてくると，まずその表面的な遷り変わりに
もかかわらず，価格変動とのかかわりあいにおいて基本的な二三の主題に議｀
論が集中しており，しかもその背後には一つの企業観が伏在していることが
明らかとなる。自己の責任による自由な選択があらゆる経済活動の基礎とな一
る社会においてほ，企業は，それ自体は単なる制度上の機構にすぎないとし
ても，その運営に最終責任を担う株主集団の観点に支配される。同時に，私．
企業へのリスク・キャピクルの誘引とそこでの資源の効果的な結合によって
はじめて全体の消費の水準も引きあげられる ([25] pp. 6-7)。利益報告は直．
接にほ経営者の管理を促進すること，あるいは投資家の持分権を保持するこ
とを目的とするが，究極的にはこの過程を通じて自由市場経済を円滑に運営―
するための一つの用具でもあるのである。その時々の経済環境との関連にお—
いて，そして実行可能な技法によって，このような要請を充足するための提；
案をなすことこそペイトソの主題であったといえるであろう ([31]p. 211)。
われわれはその中心的問題が叙上の三つの事柄であったと考える。
だが，果たして彼がそのうちのどれを十分に解決しえているであろうか。
すべてほ折衷的な提案に終わり，相互の関連と論理が十分に追求されていな
いように思われる。しかしながら，これら一つ一つを検討しなおすことこそ，”
「ペイトン以後」の会計課題ではないであろうか。
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むすび
われわれは以上においてペイトンの利益測定理論に関する一つの解釈を示
した。なおも検討を要するいくつかの問題点が含まれているとはいえ，それ
ほ根本において一定の企業観あるいは自由市場経済観に出発するものである
ことがわかった。本稿でほきわめて大掴みな議論をすすめてきたのみならず，
包括主義利益などの論ずぺくして論じえなかったことも多く，したがって根
本的な問題点の検討ほ今後の機会に待たなければならないが，最後に二三の
問題を要約して本稿を結ぶことにしよう。
まず，たとえ特殊な企業観に出発し，特定の仮定（公準） とモデルに依存
するものではあるにしても，彼の理論ほ陳腐化して過去の遺物となっている
わけではない。その問題提起は依然として新しいのである。ペイトンが利益
測定の拠り所を潜在用役という資産の概念，貨幣利益計算の維持，および経
営者の業績の評価に求めながらも，価格変動を前提とした場合にはこれらを
すべて充足しえなかったことをわれわれは指摘した。しかるに，このような
未解決の問題に挑戦することこそ，保有損益の認識をめぐるここ数年来の議
論の中心課題でもあったのである。最近の有力な見解によれば，基本的にほ
貨幣利益計算を維持しながらも，ーにはいわゆる経済学的利益の近似的測定
ということから時価評価が主張されており，また二にほ，保有損益の発生原
因あるいは経済に対するその意義の特殊性を強調すること，あるいは意思決
定の事後的評価に有用な利益を報告するということから，保有損益の孤立的
把握と未実現保有損益の認識が主張されている。そしてまた，そのためにほ，
何よりもまず実現基準の制肘を根本から検討し直すことが重要であるともい
われている。われわれは，このような現代米国会計学の動向をペイトンの残
した問題点の解決のための努力として把え，企業観とのかかわりにおいて今
後これを具体的に検討してみることが重要であると考える。
それにしても，貨幣利益，実現基準などの会計における基本概念をペイト
ンは既に「与えられたもの」とみて，それらの明確な論理を追求していない
ように思われる。むしろこのことを，アプリオリに規定され，同時にまた会
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計実践の経験的事実からしてアポステリオリにも承認される会計の職能と説
明しているにすぎない。そしてまた，事物をおこなわせるための単なる技術
的機構として企業を，また企業事象の測定と伝達のための単なる技術的装置
として会計をそれぞれ性格づけるとともに，ただ部分的に経済理論を援用す
るにとどまっているようにもみえる。さらに，経済全体に対する会計報告の
効果，あるいは社会に対する会計の役立ちを強調することは，一方ではたし
かに財務会計の意義を明らかにしうるとしても，他方ではかかる機能的側面
の強調によって会計そのものが一つの政策用具に転落する結果ともなってい
るのである。われわれは再検討すべきペイトンの損益計算理論の真の問題を
このような方法論的出発点に見い出すとともに，ここにまたその特殊性と歴
史性をみるのである。
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